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２Ｈ０７ 

バイ・ドール適用研究開発成果に関する活用状況調査法の改善と考察 

 

 
○林智佳子，三枝俊介（ＮＥＤＯ） 

 

 

 
１．はじめに 

これまでの日本の経済成長は高い技術力に支えられており、その科学技術力は高く評価されている。

各国の国際競争力を様々な指標で評価した結果、日本のイノベーション能力は世界第 1位と報告されて

いる[1]。一方で、研究開発費全体の 8 割強が応用研究と開発研究へ投資されているものの、ハイテク

産業における付加価値の世界シェアが減少傾向にあり、日本企業の競争力低下を分析した文献によると、

その要因は（1）低収益分野に集中した研究開発投資、（2）研究開発能力の停滞、（3）日本の技術の価

値低下、（4）技術を収益に繋げる力の弱まりであると報告されている[2]。 

公的資金で行われる研究開発においても、成果を正しく把握し評価することは重要な課題である。研

究開発投資がどれだけ日本の技術力強化に貢献しているのかを自ら省みることは、今後何を目指してど

の分野のどのような研究開発に予算を投じ、いかなるプロジェクトマネジメントが求められるのかを導

き出す上でも重要な情報の一つになるはずである。公的資金による研究開発効率を向上させることは、

その先で各企業が進める技術開発の水準を高め、日本の産業競争力強化の後押しになるのではないかと

考える。 

研究開発成果の適切な評価・検討を行うためには、情報を的確に得ることが求められる。そこで、本

研究ではより的確な情報を入手するために必要な要件を見出すことを目的に、独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）で特許の観点から実施している研究開発成果のフォローアップ調査

（バイ・ドール調査）を例に、従来法の問題抽出と改善による効果を分析した。 

 

２．研究開発成果の状況評価に関する先行研究 

 企業が自ら行う研究開発の評価については、Branch（1974）、後藤・鈴木（1989）、Sougiannis（1994）、

Lev（2001）が研究しているように、古くから研究開発投資と企業の収益性を分析する方法が行われて

いる[3]-[6]。 

一方で、公的資金による研究開発を評価した国内の先行研究としては、古川らが NEDO 事業に関して

特許被引用度による分析や特許と論文の引用関係（サイエンスリンケージ）分析を行っている。NEDO プ

ロジェクト成果が他の技術発明にどのように貢献しているのかについて調べたものである。この研究で

は、NEDO 委託研究開発事業によって生じたすべての特許（NEDO に所有権がある特許及び日本版バイ・

ドール適用特許）のうち、1987 年から 2002 年までに公開されているものを対象としており、ハイリス

クな研究開発の成果として産出されたものは、ただちに外部に波及するのではなく NEDO 事業実施者間

で活用されている比率が高いことが明らかとなっている[7]。 

また、独立行政法人科学技術振興機構（JST）では、サイエンスリンケージによって JST が過去に支

援した事業の成果がイノベーションの創造にいかに寄与しているのかについて分析している。サイエン

スリンケージをファンディング戦略に組み込むことの重要性を示唆するとともに、実用化されたものの

分析を加えることや更なる詳細分析を今後の課題としている[8]。 

以上の先行研究から、研究開発の投資効果を客観的に評価することの重要性が裏付けられるとともに、

企業の研究開発と公的資金による研究開発ではそれぞれ適切な評価指標が必要となってくることがう

かがえる。特許庁により 2007 年 4 月に公表された「戦略的な知的財産管理にむけて－技術経営力を高

めるために－[知的財産戦略事例集]」の中で、企業が進める知的財産戦略のさまざまな局面で、特許情

報をうまく分析・活用することが重要であると指摘されている。企業に限らず、公的資金の投入にあた

っても特許情報を最大活用した戦略立てが今後必要となってくるのではないだろうか。現在行われてい

る特許出願数、特許被引用度、サイエンスリンケージからの分析以上に、もう一歩踏み込んだ情報を引

き出し活用すべきではないかという考えに基づいて本研究を行った。 
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３．方法 

 

３．１ 対象 

 現在 NEDO の研究開発委託事業においては、産業技術力強化法第 19 条、所謂日本版バイ･ドール条項

の適用により、国が委託した技術に関する研究等に係る特許権については、所与の条件を満たせば、受

託者から譲り受けないことができるとしている。そして、バイ・ドール条項適用特許は出願及び出願後

の状況について NEDO への報告が義務付けられており、2003 年よりバイ・ドール条項適用特許のフォロ

ーアップするバイ･ドール調査を行い活用状況の把握に努めてきた。調査開始から 5 年を経過した頃、

適切な状況把握を行えていないのではないかという問題意識が生じ、調査法の改善を試みてきた。本研

究では、バイ・ドール調査の調査方法を対象に、従来の調査法の問題点を抽出し求める情報を引き出す

ための改善を加え、集計されたデータによって改善効果を分析した。 

 

３．２ 手順 

 2008 年度まで行っていたバイ･ドール調査の質問項目及び調査方法に対して、2009 年度は回答内容を

より詳細に理解するデータを得ることを目的に質問項目を追加した。2009 年度調査の結果を受けて、

2010 年度は質問項目を体系化し、さらに回答側である委託先の混乱を解消することを目的に、調査票の

作成単位を改善し対応窓口を一本化した。以下に具体的な内容を示した。 

 

（１）2008 年度以前の調査方法 

a.調査票の作成 

1 つのプロジェクトから発生した特許情報を出願人単位で分類し、NEDO との契約単位すなわち委託

先毎に調査票を作成。このとき、委託先から再委託もしくは共同実施を行っている機関（以下、再委

託先等）が出願人となっている特許は、委託先の調査票にまとめて記載。 

 

b.調査票の送付 

NEDO のプロジェクト担当部が委託先の研究部門に調査票を送付。このとき、委託先が複数プロジェ

クトを受託している場合、プロジェクト数に応じた調査票が送付されるが、NEDO 側の担当部署が異な

る場合は、それぞれの部署が委託先に送付した。再委託先等としてプロジェクトに参加した機関につ

いては、委託先を経由して活用状況を調査した。 

 

c.質問項目と回答方法 

質問項目に従って該当する記号を選択。調査票に記載される特許全ての状況を総じて１つの回答を

させた。再委託先等の特許活用状況は委託先が取りまとめ、その結果を反映したものを回答させた。

はっきり回答できない場合には「未定」を選択可能とした。 

 

（２）2009 年度の調査改善内容（表１） 

  調査票の作成及び調査票の送付については 2008 年度と同様（（１）a 及び（１）b の通り）である

が、質問項目と回答方法について改善を行った。調査票に記載される特許についてまとめて１つ回答

するのではなく、個別特許の状況や特許開放の可能性について回答できるように質問項目を追加した。 

 

（３）2010 年度の調査改善内容（表１） 

  調査票の作成単位を変更し、対応窓口を一本化した。特許情報を出願人単位で分類し、委託・再

委託等の区別なく出願機関が同一の特許は全て一つの調査票にまとめた。このとき、異なるプロジェ

クトから生まれた特許は、識別ができるように関連プロジェクト情報を掲載した。調査票を送付・回

収する NEDO 側の窓口を取りまとめ部門に集約し、送付先を各機関の主に知財管理部門に一本化した。

また、質問項目と回答方法は 2009 年度の調査結果を受けて体系的に整理した。個別特許についてまず

は特許の最新の状況で整理し、権利行使が可能な特許についてその活用状況を調べる質問に誘導する

ようにした。実施中であればその状況について質問し、未実施であれば今後の予定について質問をし

た。さらに、特許開放の可否については、特許の活用を目的とした特許マッチングシステムへの登録

可否を問う内容に変更をした。 
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表 1 2008 年度以前と 2009 年度及び 2010 年度における調査改善比較 
 2003 年度から 2008 年度まで 2009 年度 2010 年度 

質
問
項
目 

※研究成果（知的財産を含む）の

活用状況・今後の活用見込みにつ

いて総じてアンケート。調査対象

特許が複数あっても回答はひと

つ。 

 

問 1 自己活用の状況について 

 A:生産・販売を実施中 

 B:事業計画あり 

 C:未定 

問 2 実施許諾・譲渡の状況 

 A:相手先が生産・販売を実施中 

 B:実施許諾・譲渡済み 

 C:未定 

問 3 実施許諾・譲渡先について 

 A:グループ企業 

 B:国内企業 

 C:海外企業 

※個別特許について実施状況に応

じた質問項目を追加。 

 

 

 

 

問 1 自己活用の状況について 

 A:生産・販売を実施中 

 B:事業計画あり 

 C:未定 

問 2 実施許諾・譲渡の状況 

 A:相手先が生産・販売を実施中

 B:実施許諾・譲渡済み 

 C:未定 

問 3 実施許諾・譲渡先について 

 A:グループ企業 

 B:国内企業 

 C:海外企業 

 

＋ 

 

問 4 各特許の状況について 

A:自己実施中 

B:第三者にライセンス 

C:クロスライセンス 

D:実施予定あり 

E:防衛目的 

F:実施予定なし（維持予定） 

G:放棄予定 

 

問 5 特許開放の可能性について 

A:開放可能 

B:現時点では開放不可 

C:開放の可能性について未検討

※個別特許に対する項目を体系的に整

理。 

 

 

 

 

問 1 特許の最新状況について 

 A:出願継続中 

B:登録済み 

C:権利消滅 

D:国内優先権主張による 

みなし取下げ 

E:出願取り下げ、放棄、拒絶 

F:権利譲渡・持分放棄 

 

（次の質問に進む） 

 

※各特許の状況に応じた問いに回答 

実
施
中
の
特
許

問 2 実施中の状況について 

(複数回答可) 

 

A:自己実施中 

B:第三者許諾中 

(クロスライセス含む) 

未
実
施
の
特
許 

実
予
定
あ
り 

問 3 実施予定について

 （複数回答可） 

 

A:自己実施予定 

B:第三者活用予定 

(クロスライセンス含む)

実
施
予
定
な
し 

問 4 予定なしの理由 

 

A:防衛目的で取得 

B:事業化等断念 

C:活用方法等は不明だが

研究成果としてとりあえ

ず保有 

D:その他（理由記載が必

要） 

 

問 5 

特許の活用促進を目的とした NEDO の特

許マッチングシステムへの登録につい

て 

 A:可、B:不可、C:未検討 

調
査
票
作
成
・
送
付
方
法 

・再委託先等の特許は委託先調査 

票に記載。 

・同じ事業者が複数プロジェクト 

に参画していれば複数調査票を 

送付。 

・事業者が同じでも NEDO 担当部が 

異なればバラバラに送付。 

・委託先の研究部門に送付。 

  

 

・委託、再委託等に関係なく出願人を基

準に調査票を作成。 

 

 

・NEDO 取りまとめ部門が一括窓口。 

 

・委託先の知財管理部門に送付。 
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４．結果と考察 

 

４．１ 目的とする情報（個別特許の活用状況）を確実に収集 

 2008 年度まで行っていた質問項目は、①自己活用について（生産・販売を実施中、事業計画あり、未

定）、②実施許諾・譲渡の状況（相手先が生産・販売を実施中、実施許諾・譲渡済み、未定）、③実施許

諾・譲渡先について（グループ企業、国内企業、海外企業）の 3項目であった。調査対象特許が複数あ

る場合でも、まとめて一つの回答を各項目でさせていた。この方法では、回答対象になっている特許が

特定できないことと、回答を反映できなかった特許の状況が把握できないことが懸念された。 

 2009 年度からは、各特許について回答を記入させるとともに、具体的な状況を確認できる質問項目を

追加した。これにより、実施中もしくは未実施特許がどのような目的で獲得・保有されているのかがわ

かるデータが集められることがわかった（図１）。ここで、個々の民間企業だけでは成しえない次世代

のハイリスクな研究開発を推進しているプロジェクトでは、特許を「実施する」という形で活用結果が

現れてくるにはそれなりに時間がかかることや、技術動向の変化があることも当然考慮すべき点である

ことは付け加える。 

 

 
  図１ NEDO 事業におけるバイ・ドール条項適用特許の活用状況  

 

興味深いのは、個別特許の状況を細かにアンケートしてみると、未実施特許の中には今後実施予定を

検討しているもの以外に、そもそも第三者実施の牽制のため防衛目的に取得されたもの（約 20％）、実

施予定がないもの（約 40％）、事業化等断念により放棄予定となったもの（約 3％）があるという新し

い情報を見いだせたことである。2010 年度さらに行った変更については調査結果を集計し、その効果を

計りたいと考えている。 

今後の検討課題としては、プロジェクト背景（どの程度先の技術を見据えて実施していたプロジェク

トだったのか）や技術動向（プロジェクト終了時点から現在に至るまでの技術の進歩や求められる技術

の方向性）を加味した総合的な分析をすることである。これにより、特許活用の状況をプロジェクト評

価指標としても応用できるのではないかと考える。 
 

４．２ 窓口の集約と対応責任の明確化 

 2009 年度までの、調査票作成単位は NEDO との契約単位であった。このため、NEDO と直接契約関係に

ない再委託先等の特許情報は委託先の調査票に記載し、委託先へ調査票を送付していた。このため、委

託先は再委託先等へ特許活用状況を問い合わせる必要があった。再委託先等の機関が多い場合には、委

託先へ負担が増し効率の良くない調査法であったと考えられる。また、NEDO 担当部が異なるプロジェク

トに参画している事業者は、NEDO の複数部署から調査票が届くケースもあり調査票の受け取り経路が複

雑であった（図２）。 

 

実施中 

未実施 

2009 年度調査のうち回答があった 2962 件の特許について集計 
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図２ 2009 年度までの調査票作成例と送付経路 

 

そこで、調査票を特許出願人単位で分類し、委託・再委託等の区別なく出願機関が同一の特許は全て

一つの調査票にまとめ、NEDO 側の窓口を集約した。また、これまで調査票の送付先は研究部門であった

が、各機関の特許を管理している部門例えば知財管理部門に送付した（図３）。調査票の送付経路をシ

ンプル化したことで、複数の人を介することによって生じやすいヒューマンエラーの可能性を減らすこ

とができると考えられる。さらに、NEDO 及び各機関の窓口をどちらも一本化したことによって組織とし

ての対応責任が明確化したことが一つの要因だと推測するが、調査票の回収率が従来の 4倍程度向上す

る結果となった。 

 

 
図３ 改善後の調査票作成例と送付経路 

 

５．おわりに 

本研究は、バイ・ドール調査法の改善分析を通じて、研究開発成果の状況を適切に把握できる情報を

入手するために必要な要件を見出すことを目的として行った。その結果、調査をする時は「何を目的に」

「どのような情報を得たいのか」をよく検討し、調査項目を論理的に組み立てておくことが重要である

複数プロジェクトに異なる契約形態で参画した機関へ送付する際の問題点 
１）委託先が再委託先等の特許活用状況を調査する必要がある。 
２）NEDO の様々な部署や委託先から調査票が送付される可能性がある。
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ことが示唆された。そして、対応責任を明確にし、混乱を招く要素をできるだけ少なくしてシンプル化

することが、調査票回収率を上げることにもつながると考察される。また、今回のバイ・ドール調査法

の改善により得られた単一情報だけで解釈することは難しいが、今後「実施予定なし」といった特許を

増やさないマネジメントは必要であり、目的を持って知財戦略を図りプロジェクトの企画立案や推進を

することが、NEDO の研究開発効率の向上に資するのではないかと考えている。 

知財戦略の重要性が高まる中、NEDO においても今後のプロジェクトマネジメントのあり方について見

直しをする必要があると認識しているところである。2010 年 12 月に「NEDO プロジェクトにおける知財

マネジメント基本方針」を策定し発表した。この方針の中では、知財戦略を踏まえたプロジェクト企画

の強化やプロジェクト実施者間において知財の取扱いについて合意の上でルールを作るように知財マ

ネジメントを進めること等を宣言している。これは、プロジェクトから生まれる研究開発成果を最大限

に活用し産業発展・競争力強化につなげること目指したものである。この取り組みについても、その意

義や効果を客観的に評価していくことは今後の課題であり、調査・評価法については本研究で得られた

知見を活かしたい。 

最後に、公的資金を投じて行う研究開発では、単一指標で研究開発効率を見出すことは難しい。特に、

ハイリスクな研究開発を行うナショナルプロジェクトは、その効果が現れる時期も形も様々であると推

察されることから、不足情報を多様な角度から補いつつ継続的に追い続けることは重要な取り組みであ

る。そして、得られた情報は１プロジェクトの事例として収束させるのではなく、次のプロジェクトマ

ネジメントや研究開発効率向上に向けた取り組みに活かすことが我々の使命ではないだろうか。 
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